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【平成２６年第３回定例会 まちづくり委員会委員長報告資料】  
平成２６年１０月１０日 まちづくり委員長 川島 雅裕

 

○「議案第１０３号 川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条

例の一部を改正する条例の制定について」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊新丸子東３丁目南部地区地区計画のＡ―１地区において保育所・老人ホーム等の

建築を制限していた理由について 

Ａ―１地区は、当初商業・サービスを中心としたにぎわいを創出することを

誘導するため、保育所・老人ホーム等はなじまないことから、建築を制限して

いた。 

 ＊従来建築を制限していた保育所を建築可能とした理由について 

事業者からＡ―１地区に保育所を整備したいとの要望があったため、この要

望や、中原区で保育所が不足している状況も踏まえ、保育所を建築可能とした。

＊従来保育所建築になじまないとしていた商業地区に保育所を導入することに対す

る見解について 

当該地区は駅至近の立地であり、東急武蔵小杉駅ビル内の保育所が定員に達

していること等を考えると、保育所の需要があると考えている。商業地区に整

備された保育所についての評価は、市民ニーズが多様化している中、それぞれ

の利用者が行うことと考えている。 

 ＊容積率の緩和対象の拡大による周辺環境への影響について 

建築基準法の改正による容積率の緩和対象は近年拡大傾向にあり、今回新た

にエレベーターが対象に追加された。容積率の緩和による建物の体積の増加に

対しては、建蔽率制限や高さ制限、外壁後退等の容積率以外の形態規制が緩和

されるわけではないため、容積率緩和による周辺環境への影響は限定的と考え

ている。 

 ＊容積率の緩和を、居住者の高齢化やバリアフリー改修によりエレベーターを設置

する建物に限定し、特例により実施することについて 

建築基準法では、容積率の緩和を実施する特例許可の規定もあるが、対象と

なる建物用途が限定されている。そのため、建物用途を限定せず、一律にエレ

ベーターの容積率を緩和できるように法改正が行われたと考えている。 

 ≪意見≫ 

 ＊当該地区への保育所の整備に当たっては子どもたちの安全に配慮するとともに、

園庭をできるだけ確保するよう努めてほしい。 

 ＊従来、保育所建築が制限されていた地区において保育所を建築可能にする場合は、

入所する子供たちの視点や保育の質の担保等も含め、十分な議論を経て結論を出

すべきである。 

 ＊近年、建築物の容積率の緩和が進み、周辺環境に影響を及ぼしていると考えるた

め、容積率緩和の要件を設定する本議案には賛成できない。 

≪審査結果≫  
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賛成多数原案可決 

 

○「議案第１１０号 等々力陸上競技場メインスタンド改築工事請負契約の変更につ

いて」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊本議案における契約の変更内容及び金額について 

本議案の変更内容及び金額は、ガラの処理費用が約３億５，０００万円、外

構整備範囲の拡張による費用が約３,０００万円、庇の拡幅による費用が約１億

９，０００万円、シートの追加による費用が約５，２００万円、トイレの追加

による費用が約９，６００万円、避難器具等の変更による費用が約５，１００

万円、関係者諸室の変更による費用が約２，８００万円である。 

 ＊敷地内のガラの量及び処理費用約３億５，０００万円の具体的内容について 

敷地内の掘削残土は約２万３，０００立方メートル、ガラの量は約４００立

方メートルである。本工事における掘削残土は、浮島に運搬して処分するが、

ガラが混在した掘削残土は浮島で処分することができない。そのため、ガラが

混在した掘削残土を一時保管場所に保管した上で、一時保管場所でガラと残土

を分別し、残土は当初の方法どおり浮島に運搬して処分し、ガラは残土と別に

単独で処分した。ガラが混在した掘削残土の保管、分別及びガラの処分に要す

る費用が約３億５，０００万円である。 

 ＊庇及びトイレに係る設計変更の具体的内容について 

メイン階段の庇については、当初の設計では幅３メートルの予定だったが、

関係者ヒアリングを踏まえ、幅８メートルに変更した。トイレについては、当

初１４９台の予定だったが、ヒアリングを踏まえ、２９台増やし１７８台とし

た。 

 ＊庇、トイレ等の仕様が工事開始後に変更される理由について 

本件は設計・施工一括発注方式により発注しており、工事開始時点では設計

が確定していない。工事開始後であっても関係者ヒアリング等を踏まえて、必

要な場合には設計変更を実施する場合がある。 

 ＊関係者諸室等の具体的な変更内容について 

関係者諸室等の具体的な変更内容としては、選手浴室の個別浴槽への変更、

ドーピングコントロール室への個室トイレ・シャワーの追加、記者・カメラマ

ン室への可動間仕切りの設置等である。 

 ＊設計・施工一括発注方式において、当初の契約金額の精度を向上させる取組につ

いて 

設計・施工一括発注方式においては、発注の際に事業者に示す要求水準書の

中で、受注者が負担すべき変更事項を定めている。しかし、本議案における契

約変更については、工事開始前に受注者に提供した資料や、現場確認では予見

できなかった内容や、工事が進捗する中で明らかになった現場状況への対応及

び関係者ヒアリングを踏まえて発注者である本市が追加した項目等である。そ

のため、発注者である本市が変更に関する費用を負担すべきと決定したもので 
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あり、変更内容については十分精査している。 

 ≪意見≫ 

 ＊本議案による契約変更は要求水準書の内容に沿ったものと理解している。設計・

施工一括発注方式は今後とも活用してほしいと考えるが、当初設計の精度を高め、

変更等が最小限になるようにしてほしい。 

 ＊今後、本工事と、設計・施工一括発注方式以外の契約方法で発注した工事を詳細

に比較して、設計・施工一括発注方式の有効性について検証してほしい。 

 ＊契約金額の変更で上程される議案については、議案書に変更理由だけでなく、変

更内容も記載してほしい。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「議案第１１２号 神奈川県道高速横浜羽田空港線等に関する事業の変更の同意に

ついて」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊料金徴収期間延長の理由及び延長期間の設定方法について 

首都高速道路株式会社が実施する道路構造物の大規模更新・修繕に要する費

用を償還するため、料金徴収期間を延長するものであり、費用償還のため料金

徴収が必要な期間を算出し、延長期間を１５年と設定した。 

 ＊路線ごとの利用料金償還の実現可能性及び利用料金徴収期間の長期化に対する見

解について 

民営化による首都高速道路株式会社発足前は、路線ごとに建設費用を利用料

金で償還する計画だったが、首都高速道路株式会社が発足した際に路線ごとの

償還計画を整理し、それまでの建設債とその時点で決定していた新設道路の建

設費を、平成６２年までの４５年間の全路線の利用料金で償還し、以降は無料

化すると決定しており、この建設費償還に関しての考え方は現在も変更されて

いない。その後、平成６２年までの償還計画時に考慮されていなかった更新・

修繕について、費用の償還方法を首都高速道路株式会社が数年掛けて検討した

結果、１５年間の料金徴収期間延長により償還することとした。現時点では、

延長した１５年が経過した平成７７年以降は無料化される予定である。 

 ≪意見≫ 

 ＊以前に東京湾アクアラインの建設費償還が困難となり、他の道路と収支を合計し

て利用料金で償還する方式に変更された例もあり、建設・整備費用を利用料金で

償還するという手法が、不採算道路が整備される原因となっている。そのため、

この手法による利用料金の徴収期間延長を実施する本議案には賛成できない。 

≪審査結果≫ 

賛成多数原案可決 

 

○「議案第１１３号 市道路線の認定及び廃止について」 

≪主な質疑・答弁等≫  
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＊廃止対象路線の敷地の所有権者及び所有権者変更の手続について 

本議案における廃止対象路線の敷地は、全て本市が所有している。そのため、

本議案の議決後、市道の廃止手続を行い、行政財産から普通財産に区分を変更

し、売払いを実施する。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「請願第８４号 国道４０９号線・京急川崎大師線第２踏切（川崎区本町）周辺の

交通渋滞対策についての請願」 

≪請願の要旨≫ 

 交通渋滞の実情や原因、ぜん息等の健康被害、大気汚染についての調査及び調査

結果を受けた次善策、立体化等工事の施工による抜本的な解決策、市が主体となっ

た住民説明会の実施を求めるもの。 

≪理事者の説明要旨≫ 

請願対象踏切は、交通遮断量が著しく多いボトルネック踏切と位置付けられてお

り、付近では交通渋滞が発生している。請願対象踏切は京浜急行大師線連続立体交

差事業の２期区間が完成すれば除却されるが、２期区間は、２０年以内に工事着手

を目指す事業に位置付けられている。また、請願対象踏切は「新たな緊急渋滞対策」

の対象となっており、今年度からのおおむね３か年で対策を実施する予定である。

今年度は現地の調査や対策方法の検討、関係者との事前協議を行う予定である。 

請願の要旨に対する本市の考え方は、まず交通渋滞の実情や原因の調査について

は、「新たな緊急渋滞対策」の取組の中で、請願対象踏切について調査を行う予定

である。 

ぜん息等の健康被害の調査については、環境省の疫学調査の結果により、ぜん息

等の主たる原因が大気汚染ではないと認識しており、健康被害の調査は困難である

と考えている。 

騒音及び振動の実態調査については、混在した騒音や振動の実態把握は可能であ

り、今後、調査地点等を検討し、実態把握を行う予定である。 

大気環境の測定については、ＰＭ２．５の簡易測定機は正確なデータを把握する

ことが難しく、市では保有していないため、市民の要望に応じてすぐに測定するこ

とは困難である。 

交通渋滞対策については、京浜急行大師線連続立体交差事業の完成に伴う請願対

象踏切の除却までには長期間を要するため、「新たな緊急渋滞対策」により、関係

機関と協議調整を図り、周辺調査や対策内容の協議等に取り組んでいく予定である。

住民説明会については、「新たな緊急渋滞対策」において対策案が整った時点で、

関係住民の意向を踏まえ、検討していきたい。 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊請願対象踏切の改良の余地について 

現在、請願対象踏切の上下線の間に幅１．７メートルのコンクリートの分離

帯がある。この分離帯の幅を狭くすることができれば、踏切内の通行可能な幅 
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員を現在より広げることが可能となるので、今後鉄道事業者と調整したい。 

 ＊大師線連続立体交差事業２期区間の今後の見通しについて 

現在大師線連続立体交差事業は１期①区間である小島新田駅から東門前駅ま

でを施工中であり、その後１期②区間である東門前駅から鈴木町駅までを施工

し、２期区間はその後の着手予定である。２期区間は、平成２５年３月策定の

川崎市総合都市交通計画において、２０年以内に着手する予定の事業と位置付

けているが、現段階では着手時期は未定である。 

 ＊二酸化窒素の大気中濃度の目標値について 

    二酸化窒素の大気中濃度は、平成２７年までの可能な限り早期に環境基準の

市内全測定局での達成を目指し、達成後は環境基準と同値である対策目標値の

下限値である０．０４ｐｐｍまたはそれ以下を目指すという目標を掲げており、

環境基準の達成が最終的な目標ではないと考えている。 

 ＊大気汚染物質の簡易測定について 

    ＰＭ２．５については、ポータブル簡易測定器が市販されているが、測定の

精度が不十分で、環境基準を評価する方法として認められていないため、市で

は保有していない。また、二酸化窒素についても簡易測定の方法があるが、環

境基準の評価ができないため、現在は実施することは考えていない。 

＊新たな緊急渋滞対策の内容について 

現在、請願対象踏切周辺の交通量、信号等の調査を実施している。調査結果

を踏まえて、交通管理者、鉄道事業者と対策内容を検討したい。 

 ＊広域的な交通量調査の実施について 

請願対象踏切の交通量が１日に約３万２千台で、川崎大師の踏切の交通量が

１日に約１万台である。当該踏切を通り、川崎大師の踏切を通らない２万２千

台の交通量調査の実施については今後検討したい。また、交通量調査について

は国が５年ごとに全国的な調査を実施している。直近では平成２２年度に実施

しており、データが近日中に公表されるので、まずはこのデータを解析してい

きたいと考えている。 

 ＊請願対象踏切の地下にバイパス道路を整備し、将来的に川崎縦貫道路Ⅱ期と接続

する可能性について 

    請願対象踏切地下へのバイパス道路の整備は過去に検討した経緯があるが、

現状では川崎縦貫道路Ⅱ期のルートが未定で、将来の接続が担保できない。ま

た仮にバイパス道路を地下に整備しても、沿道住民の生活上、地上部の道路は

残す必要があり、大師線の地下化による踏切の除却については工事着手時期が

未定のため、大師線の線路が地上にある間は踏切も残ってしまうという課題が

ある。 

≪意見≫ 

＊環境基準評価には使用できないとしても、簡易測定については要望があるので是

非実施してほしい。 

＊踏切内の分離帯があると、幅員不足のため、トラックが１台ずつ交互でないと通

行できないと聞いている。改善に向けて、綿密な調査を実施してほしい。  
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＊踏切内は段差があり、停車車両が発進する際に段差が原因で騒音が発生すると聞

いている。緊急渋滞対策を実施する際には道路形態の改善についても検討してほ

しい。 

＊来年度に更新する道路整備プログラムに請願対象踏切周辺の渋滞解消の対応策を

盛り込むため、来年度中に広域的な交通量調査を実施してほしい。 

≪取り扱い≫ 

・踏切の除却には非常に時間が掛かるため、早急な抜本的解決は困難であるが、緊

急渋滞対策や国の調査データの解析など、すぐに取り掛かれることもあるため、

趣旨採択とすべきである。 

・大気や振動、騒音の問題についても市が対応できることがあり、ぜん息について

も、患者数実態調査等の実施は可能ではないかと考えており、趣旨採択とすべき

である。 

≪審査結果≫ 

全会一致趣旨採択 

 

○「請願第８７号 麻生区上麻生７丁目緑地の保全に関する請願」 

≪請願の要旨≫ 

麻生区上麻生７丁目の緑地について、開発による緑の消滅を回避するため、本市

による買取保全に向けた取組を求めるもの。 

≪理事者の説明要旨≫ 

請願対象地は緑地総合評価で、優先的に保全を図るべき評価であるＡランクとな

っており、請願対象地周辺はまとまった緑地として保全されている。 

本市では、請願対象地を保全するため、平成１８年度から２０年度にかけて、旧

地権者と特別緑地保全地区指定に向けた交渉を行ったが、最終的に旧地権者からは

緑地保全への理解が得られず、平成２１年６月に現事業者へ売却された。 

その後は、平成２１年度から現在まで、計１６回にわたり、現事業者に対し緑地

保全への理解と協力を要請してきた。 

請願対象地におけるマンション計画は、総合調整条例及び環境影響評価の手続を

行っており、現在は、環境影響評価における条例審査書の公告に向けて準備をして

いるところである。 

請願に対する市の考え方については、請願対象地は重要な樹林地であると認識し

ており、旧地権者に対し計３回、現事業者に対し計１６回にわたり、緑地保全への

理解と協力を要請し、特別緑地保全地区への指定に向けた要請をしてきた。 

しかし現事業者からは、共同住宅の用地として請願対象地を購入し手続を進めて

おり、本市からの全面的な緑地保全の要請を受諾することは困難であるとの回答を

受けているが、事業着工までの間は、緑地保全への要請を行う旨を現事業者に伝え

ており、緑地保全への協力を選択していただけるよう協議を継続していきたい。 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊旧地権者との交渉が不調に終わった原因について 

旧地権者は、自身が所有していた請願対象地と、請願対象地と隣接し、別の 
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地権者が所有していた現在の柿生の里特別緑地保全地区の土地を併せた一体開

発を計画していた。しかし、柿生の里特別緑地保全地区の当時の地権者が緑地

保全地区指定に同意したため、一体開発が不可能になった経過がある。そのた

め、緑地保全制度には協力したくないとの意向があり、不調に終わった。 

＊今年度に実施した緑地保全交渉の内容について 

現事業者に対し、市による買取りを前提とした緑地保全地区の指定をしたい

旨を伝え、理解を求めた。現事業者は共同住宅の分譲を手掛けている企業であ

り、請願対象地を事業用地として取得したため、事業推進の意向がある。また、

現事業者は近隣の柿生の里特別緑地保全地区の買取価格を知っており、市によ

る買取価格と現事業者が希望する買取価格とは大きな乖離があると思われる。

そのような状況ではあるが、市としては、特別緑地保全地区の指定に向けて引

き続き交渉していきたい。 

 ＊市の基準に基づいた買取価格より高い金額を提示する可能性について 

    市の基準に基づいた買取価格より高い金額を提示することは困難である。ま

た、特別緑地保全地区の制度では、まず緑地保全地区に指定し、その後地権者

からの買取りの申出により市が買い取るため、交渉の時点で買取金額を示すこ

とが不可能である。地権者の保全に対する理解と協力を得ることが前提になる

ため、今後も交渉していきたい。 

 ＊請願対象地取得のためミニ公募債を起債する可能性について 

緑地取得のためのミニ公募債の起債については過去に議論したが、当時に起

債した実績がある緑地関係のミニ公募債は施設整備を目的としたもので、特定

箇所の緑地取得を目的とした起債は困難であると考えたため、実施していない。

また、ミニ公募債１回の起債で充足するには、請願対象地の買取りに必要な

金額が高額であるという課題がある。さらに、事業者は計画したスケジュール

に従って事業を進めており、時間的にも対応することが困難と考えている。 

 ＊緑化基金を活用した請願対象地取得の可能性について 

本市の緑地保全の取組に対して国土交通省が理解を示し、本市の要望どおり

社会資本整備交付金が交付されている。そのため、特別緑地保全地区の買取り

のための予算としては当交付金を活用するのが望ましいと考えている。 

 ＊現事業者が請願対象地でマンション開発を実施する理由について 

現事業者は請願対象地で一度実施した環境影響評価を破棄し、再度実施して

いる。会社として、開発を実施するという判断を下したという事実が現事業者

の強い意志であると考えているが、それ以外の理由は不明である。 

 ＊工事における大型トレーラーの計画経路の通行可否について 

    大型トレーラーの通行については、現事業者が交通管理者と協議するものと

考えている。事業実施に当たっては交通管理者の許可が必要であり、この事業

は許可が取れることを前提としたものであると考えている。 

 ＊環境影響評価の手続状況及び今後の予定について 

    環境影響評価の手続は、条例見解書の縦覧が終了し、今後市の審査書を現事

業者に送付する。  
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 ＊大型トレーラーが計画経路を通行不可能だった場合の環境影響評価の手続につい

て 

    大型トレーラーが計画経路を通行不可能だった場合には、変更届の提出が必

要である。本事案は規則で定められた環境影響評価の再手続が必要な場合に該

当しないため、再手続は不要である。 

 ＊開発により高木が低木に代替されることによる緑の質の低下について 

    緑化指針の植栽本数の基準では、低木の係数が１平方メートル当たり０．４

８本、高木の係数が１平方メートル当たり０．０８本で、低木６本が高木１本

分と設定されている。通常、樹齢が１０から２０年の高木は、１００平方メー

トルでおおむね４本くらいが適当な本数とされているが、本市は緑が少ないこ

とを考慮し、高木の係数を１００平方メートル当たり８本と高めに設定してい

る。また、高木だけを多く植えると木が成長した際に間伐する必要が出てくる

ため、請願対象地におけるマンション計画の緑化についてもこの考え方に基づ

き、高木と低木のバランスを考慮した計画になっていると考えている。今後開

発が進むとすれば本市との緑化協議を実施するので、協議の中で再度樹木の配

植等を綿密に確認する必要があると考えている。 

 ＊開発により失われた緑を植栽で代替することについて 

    市街化が進んでいる本市においても、緑地保全が必要な場所については現状

のまま保全することが望ましいと考えているが、民有地が開発されて緑が失わ

れてしまい、現状のままの保全が困難となった場合には、植栽により最大限の

緑の育成・回復を図ることが必要と考えている。 

≪意見≫ 

＊現事業者と交渉するに当たっては、双方の上位役職者同士が出席し、迅速な意思

決定が可能な交渉としてほしい。 

＊市は法令の根拠に基づいた行動や発言しかできないという立場であるが、最大限

請願対象地の保全に向けて努力していることは十分理解できる。引き続き粘り強

く交渉を継続してほしい。 

≪取り扱い≫ 

・請願対象地は緑地総合評価Ａランクの貴重な緑地であり、是非保全が必要と考え

るため、趣旨採択とすべきである。 

・請願対象地の保全に向けた今後の交渉を後押しするため、議会としての意志を示

すことが必要であり、趣旨採択とすべきである。 

≪審査結果≫ 

全会一致趣旨採択  




